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平成１８年１１月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 18年７月 21日 

上場会社名 日本毛織株式会社                       上場取引所      東 大 

コード番号 ３２０１                          本社所在都道府県   大阪府 

（ＵＲＬ http://www.nikke.co.jp/ ） 
代 表 者 役職名  取締役社長   氏 名  降井 利光 
問 い 合 わ せ 先 責 任 者  役職名 財務部長     氏 名  垂井 栄介   ＴＥＬ（06）6205 － 6640 

中間決算取締役会開催日 平成 18 年 7 月 21 日    配当支払開始日 平成 18 年 8 月 18 日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１．１８ 年 ５月中間期の業績（平成 17 年 12 月  1 日～平成 18 年  5 月 31 日） 

(1) 経営成績                                            （金額の表示：百万円未満切り捨て） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

18 年 5 月中間期 

17 年 5 月中間期 

百万円   ％

21,657（△  1.8）

22,058（    2.4）

百万円   ％

2,388（   15.3）

2,071（   18.2）

百万円   ％

2,762（   19.3）

2,315（   15.3）

17 年 11 月期 44,880           4,209           5,009           
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後 1株当たり

中間(当期)純利益 

 

18 年 5 月中間期 

17 年 5 月中間期 

百万円   ％

2,327（   40.3）

1,658（   35.2）

 円  銭

28  19  

20  17  

円  銭

28  17  

20  13  

17 年 11 月期        3,475           41  88              41  81  
(注) 1．期中平均株式数  18 年 5 月中間期  82,562,870 株  17 年 5 月中間期 82,214,994 株  17 年 11 月期  82,348,976 株 

   2．会計処理の方法の変更   有 

   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

 (2) 財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

 

 18 年 5 月中間期 

 17 年 5 月中間期 

百万円 

114,795     

96,533     

百万円

72,275    

61,173    

％ 

63.0  

63.4  

円  銭 
875  32 

742  16 

17 年 11 月期 111,189     69,633    62.6  843  06 
(注)  1．期末発行済株式数  18 年 5 月中間期 82,570,315 株 17 年 5 月中間期 82,426,832 株  17 年 11 月期  82,565,057 株 

2. 期末自己株式数   18 年 5 月中間期  5,908,543 株 17 年 5 月中間期  6,052,026 株  17 年 11 月期  5,913,801 株 

 

２．１８年１１月期の業績予想（平成 17 年 12 月  1 日～平成 18 年 11 月 30 日） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

 

通  期 

百万円 

46,000     

百万円

  5,000    

百万円

    3,500    

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 42 円 39 銭 

 

３． 配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

17 年 11 月期     6 00  6 00  12 00  

18 年 11 月期（実績） 7 00  ――――  

18 年 11 月期（予想） ―――― 7 00  14 00  

 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、上記の予想と 

実際の業績との間には今後の様々な要因によって差異が生じる場合があります。業績予想については、添付 

資料の連７ページを参照して下さい。 
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中 間 損 益 計 算 書 
 

（単位：百万円） 

科 目 

当 中 間 期 

自 １７.１２. １ 

至 １８. ５.３１ 

前 中 間 期 

自 １６.１２. １ 

至 １７. ５.３１ 

前 期 

自 １６.１２. １ 

至 １７.１１.３１ 

  

Ⅰ 売 上 高 ２１,６５７ ２２,０５８  ４４,８８０ 

Ⅱ 売 上 原 価 １６,８６２ １７,３３７  ３５,２６２ 

売 上 総 利 益 ４,７９５ ４,７２１  ９,６１８ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２,４０６ ２,６４９  ５,４０８ 

営 業 利 益 ２,３８８ ２,０７１  ４,２０９ 

  

Ⅳ 営 業 外 収 益  

受取利息及び配当金 ４１８ ３９９  ６４５ 

そ の 他 ３２０ ２９６  ７９３ 

営 業 外 収 益 合 計 ７３８ ６９６  １,４３８ 

  

Ⅴ 営 業 外 費 用  

支 払 利 息 ４０ ４３  ８７ 

そ の 他 ３２４ ４０８  ５５１ 

営 業 外 費 用 合 計 ３６５ ４５２  ６３９ 

  

経 常 利 益 ２,７６２ ２,３１５  ５,００９ 

  

Ⅵ 特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 － １  １ 

投資有価証券売却益 １,５４３ １０６  ３２２ 

清 算 配 当 収 入 － ２２３  ２３４ 

特 別 利 益 計 １,５４３ ３３１  ５５９ 

  

Ⅶ 特 別 損 失  

減 損 損 失 １４０ －  － 

繊維資材事業再編費用 － －  ５５ 

環 境 対 策 費 用 ７０ －  － 

関 係 会 社 整 理 損 ２７５ －  － 

特 別 損 失 計 ４８６ －  ５５ 

  

税引前中間(当期)純利益 ３,８１９ ２,６４７  ５,５１３ 

法人税、住民税及び事業税 １,５００ ６３９  １,５００ 

法 人 税 等 調 整 額 △８ ３４９  ５３７ 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ２,３２７ １,６５８  ３,４７５ 

前 期 繰 越 利 益 １,７１７  １,７１７ 

合併による剰余金受入額 －  ４７ 

中 間 配 当 額 －  ４９４ 

中間 (当期 )未処分利益 ３,３７５  ４,７４６ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 



日本毛織株式会社  

－ 単3 － 

中 間 貸 借 対 照 表 

 

（単位：百万円） 

科 目 当 中 間 期 

１８. ５.３１ 

前 中 間 期 

１７. ５.３１ 

前 期 

１７.１１.３０ 

（ 資 産 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 資 産  

現 金 及 び 預 金 １２,９３０ １３,０９９  １０,３５７ 

受 取 手 形 ３,０８１ ３,６２４  ４,５００ 

売 掛 金 ９,３００ ８,８３１  １１,２５２ 

有 価 証 券 ２,９９９ －  ２,５００ 

た な 卸 資 産 １０,２５１ １０,１９６  １０,４７２ 

繰 延 税 金 資 産 ４９５ ４６６  ４７１ 

そ の 他 ４,２６７ １,２７７  １,４８３ 

貸 倒 引 当 金 △１２ △１３  △１５ 

流 動 資 産 合 計 ４３,３１３ ３７,４８２  ４１,０２２ 

  

Ⅱ 固 定 資 産  

１ 有 形 固 定 資 産  

建 物 １８,９２６ １８,８４４  １９,２６８ 

機 械 及 び 装 置 ２,４８９ ２,５４３  ２,５５３ 

そ の 他 ５,９０１ ５,９６８  ６,１４７ 

有 形 固 定 資 産 合 計 ２７,３１７ ２７,３５６  ２７,９６９ 

  

２ 無 形 固 定 資 産 ９２ １０３  ９５ 

  

３ 投 資 そ の 他 の 資 産  

投 資 有 価 証 券 ３６,２５６ ２４,１７４  ３４,７１９ 

関 係 会 社 株 式 ４,４５７ ４,６８８  ４,４８１ 

そ の 他 ３,６９７ ３,０５６  ２,９６８ 

貸 倒 引 当 金 △３３８ △３２９  △６６ 

投資その他の資産合計 ４４,０７２ ３１,５９０  ４２,１０２ 

固 定 資 産 合 計 ７１,４８１ ５９,０５０  ７０,１６７ 

  

資 産 合 計 １１４,７９５ ９６,５３３  １１１,１８９ 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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中 間 貸 借 対 照 表 

 

（単位：百万円） 

科 目 当 中 間 期 

１８. ５.３１ 

前 中 間 期 

１７. ５.３１ 

前 期 

１７.１１.３０ 

（ 負 債 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 負 債  

支 払 手 形 １,７９３ ２,０１１  ２,２９３ 

買 掛 金 １,９３７ １,６０６  １,９４０ 

短 期 借 入 金 ６,３３０ ６,２１６  ６,４９４ 

未 払 法 人 税 等 １,４６０ ６１６  ８６４ 

そ の 他 ６,５３４ ４,４８２  ５,４８４ 

流 動 負 債 合 計 １８,０５７ １４,９３３  １７,０７８ 

Ⅱ 固 定 負 債  

長 期 借 入 金 ７０８ ９１１  ８０９ 

繰 延 税 金 負 債 ８,９８１ ３,４１７  ８,３８５ 

退 職 給 付 引 当 金 ２,５２１ ３,３８６  ３,１４１ 

役員退職慰労引当金 １４７ １６６  １６６ 

長期預り敷金・保証金 １２,０３４ １２,５４３  １１,９７３ 

そ の 他 ７０ －  － 

固 定 負 債 合 計 ２４,４６３ ２０,４２５  ２４,４７７ 

負 債 合 計 ４２,５２０ ３５,３５９  ４１,５５５ 

（ 純 資 産 の 部 ）  

Ⅰ 株主資本  

１ 資 本 金 ６,４６５  

２ 資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 ５,０６４  

そ の 他 資 本 剰 余 金 ２２  

資 本 剰 余 金 合 計 ５,０８６  

３ 利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 １,６１６  

そ の 他 利 益 剰 余 金  

任 意 積 立 金 ４２,０７７  

繰 越 利 益 剰 余 金 ４,３３４  

利 益 剰 余 金 合 計 ４８,０２８  

４ 自 己 株 式 △２,７３４  

株 主 資 本 合 計 ５６,８４６  

Ⅱ 評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金 １５,４３５  

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △６  

評価・換算差額等合計 １５,４２８  

純 資 産 合 計 ７２,２７５  

負 債 純 資 産 合 計 １１４,７９５  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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中 間 貸 借 対 照 表 

 

                        （単位：百万円） 

科 目 前 中 間 期 

１７. ５.３１ 

前 期 

１７.１１.３０ 

（ 資 本 の 部 ）  

Ⅰ 資 本 金 ６,４６５ ６,４６５  

Ⅱ 資 本 剰 余 金  

資 本 準 備 金 ５,０５９ ５,０６４  

その他の資本剰余金  

自己株式処分差益 １１ １９  

資 本 剰 余 金 合 計 ５,０７０ ５,０８４  

Ⅲ 利 益 剰 余 金  

利 益 準 備 金 １,６１６ １,６１６  

任 意 積 立 金 ３９,８６０ ３９,８６０  

中間(当期)未処分利益 ３,３７５ ４,７４６  

利 益 剰 余 金 合 計 ４４,８５３ ４６,２２３  

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ７,５４１ １４,５７３  

Ⅵ 自 己 株 式 △２,７５６ △２,７１３  

資 本 合 計 ６１,１７３ ６９,６３３  

  

負 債 資 本 合 計 ９６,５３３ １１１,１８９  

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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中間株主資本等変動計算書 

 

当中間期(自平成17年 12月 1日 至平成18年 5月 31日)                 (単位：百万円) 

 株主資本 

 資本剰余金 利益剰余金 

 資本金 資本準備金 その他資本

剰余金 

利益準備金 その他利益

剰余金 

自己株式 
株主資本 

合  計 

前期末残高 ６,４６５ ５,０６４ １９ １,６１６ ４４,６０７ △２,７１３ ５５,０６０

当期変動額   

 剰 余 金 の 配 当 － － － － △４９５ － △４９５

 当 期 純 利 益 － － － － ２,３２７ － ２,３２７

 自己株式の取得 － － － － － △４１ △４１

 自己株式の処分 － － ２ － － ２０ ２３

 任意積立金の積立 － － － － ２,４４３ － ２,４４３

 任意積立金の取崩 － － － － △２,４４３ － △２,４４３

 役 員 賞 与 － － － － △２６ － △２６

変動額合計 － － ２ － １,８０５ △２１ １,７８６

当期末残高 ６,４６５ ５,０６４ ２２ １,６１６ ４６,４１２ △２,７３４ ５６,８４６

        

        

        

 評価・換算差額等    

 そ の 他 

有 価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ

損  益 

評価・換算

差額等合計

純資産合計
   

前期末残高 １４,５７３ － １４,５７３ ６９,６３３    

当期変動額     

 株主資本以外の項目 

 の当期変動額(純額) 

 

８６１ △６ ８５４ －

   

変動額合計 ８６１ △６ ８５４ ２,６４１    

当期末残高 １５,４３５ △６ １５,４２８ ７２,２７５    

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)たな卸資産 
   製品・原材料・貯蔵品：移動平均法による原価法 
   仕    掛    品：総平均法による原価法 
 (2)有価証券 

   満期保有目的の債券    ：償却原価法（定額法） 
   子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法 
   その他有価証券 
    時価のあるもの     ：株式については中間期末日前１ヶ月間の市場価格の平均等、それ以外については 
                 中間期末日の市場価格等に基づく時価法 
                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定 
                 している） 
    時価のないもの     ：移動平均法による原価法 
(3)デリバティブ等       ：時価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
 (1)有形固定資産 

定率法によっている。但し、平成１０年度下半期以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額法に
よっている。 

 (2)無形固定資産 
定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく 

   定額法によっている。 
 
３．引当金の計上基準 
 (1)貸倒引当金 
   債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
 (2)執行役員賞与引当金 

   執行役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当中間会計期間負担額を計上している。 

(3)退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末におい

て発生していると認められる額を計上している。 
 (4)役員退職慰労引当金 
   役員の退職により支給する退職金に充てるため、役員退職慰労金支給規定に基づき、中間期末（期末）の要支給額

を計上していたが、平成１７年２月２５日をもって役員の退職慰労金制度を廃止したので、同日以降新規の引当金

計上を行っていない。 

   従って、当中間期末の引当金残高は、現任役員が同日以前に就任していた期間に対応して計上した額である。 

 
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
  外貨建金銭債権債務は、当中間期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。 
 
５．リース取引の処理方法 
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
 
６．ヘッジ会計の方法 
 (1)ヘッジ会計の方法 
    繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約については振当処理を採用している。 
 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
           （ヘッジ手段）    （ヘッジ対象） 

      為 替 予 約    外貨建予定取引 
 (3)ヘッジ方針 
   通常の営業過程における外貨建実需取引の為替相場変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を行っている。 
 (4)ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又

はキャッシュ・フロー変動を相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略している。 
 
７．消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっている。 
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会計処理方法の変更 
 
１．固定資産の減損に係る会計基準 
当中間期から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平

成１５年１０月３１日 企業会計基準適用指針第６号）を適用している。 

これにより税引前中間純利益は１４０百万円減少している。 
  なお、減損損失累計額については、改正後の中間財務諸表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除している。 
 
２．役員賞与に関する会計基準 
  当中間期から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１１月２９日 企業会計基準第４号） 

を適用している。 

 
３．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
  当中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成１７年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

  なお、当中間期末における、これまでの資本の部の合計に相当する金額は７２,２８２百万円である。 
 
４．株主資本等変動計算書に関する会計基準 
  当中間期から「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月２７日 企業会

計基準第６号）及び「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２

月２７日 企業会計基準適用指針第９号）を適用している。 
 
５．技術指導料の経理処理の変更 
海外製造関連子会社から受け取る技術指導料については、営業外収益に計上してきたが、派遣者の人件費と技術指導

料の個別対応が明確になり、また、金額的重要性が高まったこともあり、当中間期より受け取る技術指導料は、販売

費及び一般管理費の人件費の実態並びに営業損益計算の適正化を図るため、人件費の戻しとして販売費及び一般管理

費から直接控除する方法に変更している。 
これにより営業利益は５６百万円増加しているが、経常利益及び税引前中間純利益に影響はない。 

 
 
中間損益計算書に関する事項 

（ 当中間期 ）      （ 前中間期 ）    （ 前 期 ） 
  減価償却実施額 
     有形固定資産              １,１２８百万円    １,１４９百万円     ２,３５８百万円 

無形固定資産                １１百万円       １０百万円        ２１百万円 
 
 
中間貸借対照表に関する事項 
                      （ 当中間期末 ）    （ 前中間期末 ）   （ 前 期 末 ） 
１．有形固定資産の減価償却累計額           ５９,４８６百万円      ５７,７２３百万円     ５８,５８０百万円 
及び減損損失累計額 

 

２．担保提供資産                      ４,９５５百万円        ４,８８５百万円       ４,９７６百万円 
 

３．保証債務                     ５３４百万円           ６７９百万円          ６９２百万円 
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中間株主資本等変動計算書に関する事項 

 
当中間期（自平成17年12月1日 至平成18年5月31日） 
１． その他利益剰余金の内訳及び変動額 

（単位：百万円） 

変 動 事 由 
損失補填 

準備積立金 

配当引当 

積立金 

従業員退職

給与基金 

圧縮記帳 

積立金 

圧縮特別 

勘定積立金

特別償却 

積立金 
別途積立金

繰越利益 

剰余金 

前期末残高 ６８０ ９３０ １,４６６ １,０８２ ２９ ２２ ３５,６５０ ４,７４６

当期変動額    

剰余金の配当 － － － － － － － △４９５

当期純利益 － － － － － － － ２,３２７

積 立 － － － ３０ － － ２,３００ １１３

取 崩 － － － △７３ △２９ △１０ － △２,３３０

役 員 賞 与 － － － － － － － △２６

変動額合計 － － － △４３ △２９ △１０ ２,３００ △４１１

当期末残高 ６８０ ９３０ １,４６６ １,０３９ － １２ ３７,９５０ ４,３３４

 
２． 自己株式の種類及び株式数 

（単位：千株） 
株式の種類 前 期 末 増 加 減 少 当中間期末 
普通株式 ５,９１３  ３９  ４４  ５,９０８  

 
 （変動事由の概要） 
  増加は単元未満株式の買取によるものであり、減少は単元未満株式の買増請求に応じたもの及び新株予約権方式スト

ックオプション制度における権利行使によるものである。 
 
 
リース取引関係 
 
  所有権移転外ファイナンス･リース取引関係 
  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（単位：百万円） 
当中間期 前中間期 前  期 

資 産 区 分 取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

取得価額 
 

相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

機 械 装 置   １０１    ４７    ５３   １２１    ９８    ２３   １０１    ３９    ６１ 
車 両 運 搬 具    ３     １     １     ７     ４     ２    ７     ５     ２ 
工具器具備品   ３０９   １７４   １３５   ３３８   １６０   １７８   ３１２   １５９   １５２ 
ソフトウェア    ９８    ３２    ６６    ６６    ２０    ４６    ７３    ２３    ４９ 

 

合 計   ５１２   ２５５   ２５７   ５３４   ２８３   ２５１   ４９４   ２２８   ２６６ 
 

                                            （ 当中間期 ）     （ 前中間期 ）      （  前  期  ） 
（２）未経過リース料 

           中間期末残高相当額             ２５７百万円         ２５１百万円         ２６６百万円 
           (うち１年以内の金額)        （  ９７百万円 ）  （  ９４百万円 ）  （  ９８百万円 ） 
（３）支払リース料及び減価償却費相当額   

支払リース料                  ５２百万円      ５３百万円     １０６百万円 
減価償却費相当額             ５２百万円      ５３百万円     １０６百万円 

（４）未経過リース料中間期末残高相当額は、有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、中間財務諸

表等規則第５条の３において準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によ

っている。 

（５）減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 
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有価証券関係 
 
  子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 
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販 売 実 績 
 

(単位：百万円・％) 

当 中 間 期         
 

(17.12.1～18.5.31) 

前 中 間 期         
 

(16.12.1～17.5.31) 

前     期 
 

(16.12.1～17.11.30) 

 

販  売  高 構 成 比 販  売  高 構 成 比 販  売  高 構 成 比 

 

  織    物 

 

８,９０７  

 

４１.１ ９,２９９ ４２.２ 

 

１９,０１２  ４２.４ 

 

  毛    糸 

 

４,３３５  ２０.０ ４,２８６ １９.４ 

 

９,００４  ２０.１ 

  毛    布 

  カ ー ペ ッ ト       

 

９４９  ４.４ １,０３０ ４.７ 

 

２,２２８  ５.０ 

  繊 維 部 門       

  そ の 他       

 

２,５２８  １１.７ ２,７０９ １２.３ 

 

４,９１６  １１.０ 

  繊 維 部 門       

 小    計 

 

１６,７２０  ７７.２ １７,３２６ ７８.５ 

 

３５,１６２  ７８.３ 

 

  非 繊 維 部 門       

 

４,９３７  ２２.８ ４,７３２ ２１.５ 

 

９,７１８  ２１.７ 

 

  合    計 

 

２１,６５７  １００.０ ２２,０５８ １００.０ 

 

４４,８８０  １００.０ 

 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
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